
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )

3 4 1

・ ・

・ ・

・ ・
・ ・

・ ・
・ ・

※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

212,141,300 0

事業周知
申請受付・決定
助成金交付

事業周知
申請受付・決定
助成金交付

事業周知
申請受付・決定
助成金交付、高齢者施設
への臨時的な支援金交付

事業周知
申請受付・決定
助成金交付

223,776,000

執行体制

項 目

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

事業者より補助金交付申請を受理し、国・県に交付申請を行う。

国・県より交付決定通知を受理し、事業者に交付決定を行う。

事業者より実績報告を受理し、国・県に実績報告を行う。

国・県より交付確定通知を受理し、事業者に交付確定を行う。

事業者より補助金請求書を受理し、国・県に補助金請求を行う。

国・県より補助金受領後、事業者に補助金を支払う。

作成日

細事業名

事
業
費 地方債

年度別計画

0 96,781,000

0

決算額

国支出金

0

89,425,000

0

0

171,902,000

単位：円

0

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

55,579,646 6,808,641

6,295,646 6,808,641

0.80

事務事業評価表
１．基本事項

0.85 0.75

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

介護施設等整備費補助事業

高齢者施設に補助金や助成金を交付することにより、民間事業者の負担を軽減し、サービス維持を支援することによ
り福祉の増進を図る。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

施設等の整備希望事業者より補助金交付申請を受付け、国・県に交付申請を行う。国・県より補助金交付決定を受
け、民間事業者は施設等を整備する。また、物価高騰対策など、民間事業者の負担を軽減するため、国の交付金等を
財源とし支援金等を交付する。

成果
※何を求めるか

介護保険制度のより一層の充実を図ることが出来る。

中項目 3 地域で支え合って生活できるまちづくり

0

事務事業

2

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0

0 0 0 0

53,344,000

49,284,000 0 0

212,141,300

区分

大項目

小項目

1

地域密着型サービス事業所等の施設整備、開設準備及び介護従事者の負担軽減など、安定した質の高いサービスの提
供に資するため、民間事業者に対し、国・県の補助金を財源に補助を行う。

県支出金 0 0 60,126,000 0 0

老人福祉総務費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

29,299,000

老人福祉費

民間事業者

0

218,499,121 7,487,216

6,357,821 7,487,216

0.75 0.85

0

0

0

令和5年度 令和6年度

95,591,681

6,166,681

令和08年06月19日(金)

令和9年度

深谷市公的介護施設等整備費補助金交付要綱

■ □

0 40,239,300

長寿福祉課 担当係 介護保険係 管理番号 27223介護施設等整備補助事業

健康でいきいきと暮らせるまち

高齢者福祉の推進

令和7年度

民生費

49,284,000

事業周知
申請受付・決定
助成金交付、高齢者施設
への臨時的な支援金交付

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計



目標値の算定根拠/実績値の出所

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
国の交付金を活用し、非常用自家発電設備を設置する施設に対して、補助
金申請に必要な書類の提出から実績報告書等の作成まで、進捗管理等を行
い、予定どおり民間事業者に補助金を交付した。
また、光熱費や食材料費の物価高騰による介護サービス施設の設置者等の
負担を軽減するため、光熱費や食材料費に要する経費に対して、支援金を
交付した。

指標名

補助金交付額 目標値

実績値

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

評価評価の観点区分

　

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標１

単
位

箇所

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

目標値は見込めない為、設定しない。（延件数）

区分

補助金交付施設数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

実績値

目標値

212,142.00

実績値の算出式

49,284.00 0.00 89,425.00

　

　

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 介護保険係長　関根　秀典

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

国県への補助金交付事務や契約事務マニュアルのデータを民間事業者に電
子データを送付し、民間事業者にも、制度の理解を深めてもらい、連絡を
密に取りながら、工事発注や備品の購入、又、補助金交付申請や実績報告
の作成を行ったことで、対面による打合せを最小限にすることができた。
　また、

A

A

非常用自家発電設備を設置する施設に対して、災害時等による停電発生
時、施設入居者への生活基盤や安全を守るための設備整備を行うことが出
来た。
また、国の交付金を活用し、光熱費や食材料費の物価高騰による介護サー
ビス施設の設置者等の負担を軽減するため、光熱費や食材料費に要する経
費に対して、支援金を交付した。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 介護保険係長　関根　秀典

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

　

令和
7年度

令和
8年度

0.00

千円

226.00

目標値は見込めない為、設定しない。

6.00 651.00


